

総論　公契約条例のさらなる制定に向けて

― 現状と課題を考える ―
　　1.　公契約条例の背景を考える

(１)　公契約条例の背景 ― その１「官製ワーキングプア」

　日本は、1990年代に国内のバブル経済の破綻による経済の回復と冷戦体制崩壊後の経済のグローバリゼーションへの対応を同時に求められ、「規制緩和」､「自由化・市場開放」､「小さな政府」へと大きく舵を切った。この流れは、2001年の小泉内閣の下で、一気に加速することとなった。その結果、格差・貧困問題が社会的な課題となるに至った。とりわけ、労働の現場では、正規労働者の削減、正規労働者の賃金・福利厚生費の削減、非正規労働者の拡大、事務・事業のアウトソーシングの拡大が一斉に起きた。自治体においても、民間企業と同様な状況となった。

　こうした状況の下で、「ワーキングプア」問題が指摘されるところとなった。「ワーキングプア」とは、直訳すれば「働く貧困層」ということであり、「１日８時間働いても、人間らしい生活ができる賃金を得ることができない」ということである。「日本よりも早く構造改革や規制緩和を推し進めた欧米の国々では、既に1980年代から顕在化し、『ワーキングプア』という言葉も、その頃から使われていた。それが今、経済のグローバル化とともに、日本をはじめとする各国にも飛び火している(１)」状態である。日本においては、2008年12月の「年越し派遣村」で一気にクローズアップされたが、主に派遣労働者などの非正規労働者問題と一体として使われてきた。

　自治体においては「官製ワーキングプア」といわれ、社会的な問題として指摘されている。

①　民間委託と労働者の賃金・労働条件

　　2001年に誕生した小泉内閣は、「小さな政府」と「規制改革」を基本とするいわゆる新自由主義改革を推進した。2002年に出された「総合規制改革会議第２次答申」では、「民でできることは官は行わない」原則のもとに、それまで「公務員でなければできない仕事」を総点検し、民におきかえること、それでもできないものは法律や制度を変えたり、新たに創り、自治体事務・事業の「官から民へ」を推進した。

　　また、「（労働分野の）規制改革」として、派遣労働者の拡大、有期雇用などが提案され、次々と導入された。さらに、経済財政諮問会議によって示されたいわゆる「三位一体改革」によって、自治体の財源である地方交付税や補助金を削減し、「財政危機」がつくり出された。自治体財政が逼迫する中で、自治体は歳出の切り詰め、経費（コスト）削減が至上命題となり、小泉構造改革とあいまって事務・事業の民間委託・外注化は、すべての事務・事業を対象に進められた（表１）。また、委託ではないが、2003年に指定管理者制度が導入され、公の施設である保育所、児童館、スポーツ施設、公民館、図書館などの管理運営を民間企業やＮＰＯ法人等が担うことになった。総務省の調査によれば、2006年には61,565施設であったが、2009年には70,022施設に増えている。指定期間が３年ないし５年が約８割を占めており、期限の定めのない雇用が難しいことから、そこで働く労働者の多くが有期雇用かアルバイトによってなりたっている。

　　自治労の公共サービス民間労組評議会の2009年賃金調査によれば、公共サービスをになっている民間の正規従業員の年収は454万円で、連合調査557万円、連合内公務566万円に比して約100万円低い。同じく非正規従業員の年収は、197万円で、パート・非常勤は平均で139万円となっている。

表１　市区町村の民間委託の状況

	
	1998年
	2003年
	2010年

	本庁舎の清掃
	82％
	86％
	 88％

	本庁舎の夜間警備
	67％
	71％
	 79％

	受付・案内
	19％
	20％
	 24％

	電話交換
	33％
	33％
	 37％

	公用車運転
	16％
	29％
	 42％

	一般ごみ収集
	77％
	84％
	 92％

	学校給食
	37％
	44％
	 50％

	学校用務員・事務
	14％
	20％
	 26％

	道路維持補修等
	50％
	67％
	 82％

	ホームヘルプ派遣
	83％
	91％
	 97％

	在宅配食サービス
	93％
	96％
	100％


　　　　　　資料：1998年 2003年は総務省「市区町村における事務の外部委託の実施状況」、2010

　　　　　　　　　年は総務省「地方行革の取組状況」

②　「正規公務員」の削減と「非正規公務員」の増大

　　総務省の地方公務員定員管理調査によると地方公務員の総数は、2010年４月１日現在で約281万人で、このうち行政職員は、1995年の117万4,838人をピークに減りはじめ、現在、93万6,951人まで減少している。

　　「正規公務員」が減少するのに対して、嘱託職員や臨時職員といった非常勤職員（「非正規公務員」）は増加を続けており、自治労が2008年に行った全国調査では、34万2,801人となっている。自治労は、この調査結果から全国に約60万人いると推計している。

　　しかし、これらの人たちの賃金・労働条件については、時給で800円台が最多で、半数以上が900円にとどかない、年収の平均は187万円という実態である（自治労調査）。

表２　地方公務員・非常勤職員数推移

	
	地方公務員・一般行政職
	非常勤職員数

	1981年
	116万3,434人
	 9万1,678人

	1987年
	113万2,214人
	18万3,416人

	1994年
	117万4,514人
	23万　328人

	1995年
	117万4,838人
	－

	1997年
	117万1,694人
	26万3,790人

	2003年
	108万5,585人
	31万9,376人

	2006年
	102万7,128人
	35万6,990人

	2008年
	 97万6,014人
	34万2,801人

	2010年
	 93万6,951人
	－


　　　　　　1.　地方公務員数：総務省「地方公務員定員管理調査」（毎年４月１日）

　　　　　　2.　非常勤職員数：自治労「臨時・非常勤実態調査」

　　　　　　　　2006年までは、自治労組織実態調査結果。2008年は、未組織を含めた全自治体を対

　　　　　　　象とした調査。

　　　　　　　　有効回答1,104自治体（都道府県55.3％、市区町村59.6％）。

③　公共工事の総量削減と建設労働者

　　民間を含む建設投資は、1996年の83兆円をピークに以後落ち込み、2010年度では、41兆円と半分以下になっている。公共建設投資は、1995・1996年度の35兆円をピークに2010年度14兆円と激減している。この結果、建設労働者の賃金は、ピーク時に比べて大きく減少している。

表３　公共工事設計労務単価の推移

	
	1997年
	2010年
	ピーク時との比較

	全職種平均
	23,295円
	16,479円
	－6,816円

	とび工
	22,728円
	15,526円
	－7,202円

	大　工
	25,153円
	15,915円
	－9,238円

	左　官
	23,451円
	15,445円
	－8,006円

	運転手（一般）
	22,383円
	13,934円
	－8,449円


　　　　　　資料：国土交通省「公共工事設計労務単価」を基に勝島作成。

　　　　　　　　　公共工事設計労務単価：国交省・農林水産省の事業のうち毎年10月に施工中の
　　　　　　　　1000万以上の工事を対象に51職種、約12万人（2009年）について調査している。調

　　　　　　　　査結果は、県別・職種別に集計している。

(２)　公契約条例の背景 ― その２「公共工事・サービスの質・安全の確立」

　入札における競争が激化し、結果として低価格による受注によってその業務に従事する労働者の賃金・労働条件が低下していることは、指摘されているところである。

　低価格入札については、宮城県の調査結果などを例に、低価格入札と質には関連性がない、とする意見がある(２)。しかし、国においては、2002年に国土交通省は「いわゆるダンピング受注の横行が、公共工事の質の低下、建設産業の健全な発達の阻害等を招くおそれがあることから、ダンピング受注の排除の徹底等により、不良、不適格業者排除に努めること(３)」としている。また、2007年には「公共工事の調達方式は、従来、価格のみによる競争が中心であったが、厳しい財政事情の下、公共投資が減少する中で、その受注をめぐる競争が激化し著しい低価格による入札が急増したことにより、工事中の事故や粗雑工事の発生、下請業者や労働者へのしわ寄せ等による公共工事の品質低下が懸念されている(４)」としている。このように度重なるダンピング防止対策が出されているということは、十分な効果が現れていないと推察できる。

　公共工事については、「高速道路の耐震補強工事の手抜きやトンネル工事のコンクリート剥離、履行厚さ不足などが社会問題化している。ダンピング問題は日本の建設産業構造とも関連し、安心、安全、長持ちする構造物づくりそのものを困難にさせ、結果的にその構造物に居住する住民、構造物を使用する国民に大きな被害が及ぶ(５)」とする指摘がある。

　自治体の委託業務にあっては、2006年７月31日に埼玉県ふじみ野市のプールで小学生の死亡事故が起きたことが知られているが、この事例では、「市がプールの修繕を怠っていたこと、プール監視を委託された業者が下請に丸投げしていたこと、その業者が配置した安全監視員は、ほとんどが学生アルバイトで専門家ではなかった。」また、「業務委託費は、2001年を100として2006年には61まで下がっている。うち３年間は入札が予定価格を下回り、入札不調という結果であった(６)」という。また、東京都の下水道のマンホール内作業中に集中豪雨によって作業員５人が死亡した事故も、その原因には、「ゲリラ豪雨」に対する備えと同時に、周囲の安全を確保することなど安全対策経費が計上されていなかったことが事故の原因であり、自治体は安全経費を別枠とした予定価格をくむべきである」と、東京土建一般労組は指摘している(６)。

　このように重大事故事例などをみると、その背景に「低価格入札」、「ダンピング」があるといわざるをえない。

　　2.　公契約条例制定にあたっての基本視点とは

　公契約条例の制定にあたって、重視すべき基本視点とは、以下のとおりである。

(１)　自治体がワーキングプアをつくってはいけない

　入札制度とは、一番安い価格をつけたところが落札するものであり、そこで働く労働者の賃金や労働条件がどうであれ、発注者には関係がない、としてはならない。

　自治体の使命とは、地方自治法にあるとおり「住民の福祉の増進を図る」ことである。また、人間らしい労働や生活を保障することも自治体の仕事である。国や自治体の職場や発注する仕事で、ワーキングプアをつくってはいけない。また、公共サービスを担う労働者が、「正規公務員」であれ、非常勤職員であれ、あるいは民間労働者であれ、基本的に賃金・労働条件に差別があってはならない。

(２)　公共サービスの再構築・再設計が必要

　いわゆる新自由主義改革とは、「小さな政府」であり「労働の規制緩和」である。自治体職場は、これが同時に進行した。その結果として、自治体立病院・診療所の閉鎖、指定事業者の倒産等による事業撤退など、公共サービスの「危機」が指摘されている。公共サービス基本法は、公共サービスは国民生活の基盤であるとしている。公共サービスが「壊れれば」、国民生活の基盤が揺らぎ、「壊れる」ということである。

　そこで公共サービスを作り直し、再構築・再設計することが、今、求められている。同時に、その際に公共サービスの担い手である労働者の労働条件をしっかりと保障することがなければ、安全で安心できる質のよいサービスにはならない。

　その際に、ＩＬＯが提唱するディーセント・ワーク（人間らしい仕事）という考え方を土台にすべきである。

(３)　デフレーションから抜け出す

　今、日本はデフレーションの下にあり、抜け出せないでいる。賃金が下がったので、安い商品を買うしかない、その安い商品をつくるためには、海外の安い労働力に依拠し、国内の生産・雇用が減り、賃金が下がる。この繰り返しの中で、結果として税収も下がり財政が悪化する、生活できない人が増えれば、社会保障を増やすことになり、さらに財政が逼迫する、といった負のスパイラルにおちいっている。これにストップをかけなければならない。そのためには、ディーセント・ワークとともにディーセント・ウェイジ（まともな生活できる賃金）が必要である。

(４)　ＩＬＯ第94号条約とリビングウェイジ条例

①　公契約条例の原点ＩＬＯ第94号条約

　　公契約条例の原点は、ＩＬＯ第94号条約である。国や自治体が発注する事務・事業において、入札を理由に、そこに従事する労働者の賃金を引き下げてはいけない、その地域で働く労働者の賃金に勝るとも劣らない額を保障しなければならない、政府は「モデル事業者」であれというのが要点である。これをふまえて条例を設計したい。

②　アメリカのリビングウェイジ条例

　　アメリカの約140の自治体でリビングウェイジ条例（「生活賃金条例」）がある。自治体によって異なるが、自治体と取引のある事業者に対して、家族が最低限の生活ができる賃金を支払うようにするというものである。フルタイムで働いても、福祉給付をうけざるを得ない事態が進む中で、労働組合や宗教団体、市民団体が中心になって運動を進めてきたところに特徴がある。自治体が、生活賃金を支払うことで、生活保護などの支出を減らし、税収を増やすことができるという効果もあるとしている。公契約条例づくりにあたっては、参考にできる。

(５)　「働くことを軸とする安心社会づくり」

　連合は、「働くことを軸とする安心社会」を築くことを目標としている。「安心社会とは、ディーセントな雇用が保障され、病気、失業、子育て、老後など、人生のすべての段階におけるあらゆるリスクに対応できる制度が確立され、積極的に生きていこうとする人びとへの支援が提供され、人と人との良好な絆（きずな）がつちかわれている社会である」としている。こうした社会づくりの基本は何といってもディーセントな（人間らしい）労働・雇用である。

　　3.　公契約条例づくりにふみだそう

(１)　「つくれない」から「つくる」へ

　これまで政府は、ＩＬＯ第94号条約の批准を求める声に対して「公契約のもとにおける労働であると否とを問わず民間部門における賃金あるいは労働時間の労働条件については、労働基準法等に定める法定労働条件に反するものは別として、個々の労使の当事者間で自主的に取り決めるものということで、政府がこれに介入することは適当でない（1991年参議院地方行政委員会「政府委員」答弁）」としてきた。

　自治体においては、尼崎市における議員提案の条例案に対する市当局の答弁は、「憲法や最低賃金法に抵触する（2008年12月総務消防委員会）」としている。これらの点について、野田市は「公契約条例の概要」で、いずれも「違法性はない」と解説している。また、現時点でこの条例に対して「違法」との指摘は、国をはじめどこからも出されていない。

　野田市の条例の制定によって、公契約条例は「つくれない」から「つくる」へと発想の転換と決断が求められている。

(２)　自治体毎に異なる条例

　公契約条例は、現時点では、野田市と川崎市の条例であるが、基本となる「契約によって賃金を規定する」という考え方は同じだが、条例の構成・内容は異なっている。たとえば、野田市と川崎市の条例においては、委託労働者の賃金（報酬）については、地域最低賃金を上回る点では一致しているが、その基準となるものについては、野田市が職種毎の賃金額を定め、川崎市は生活保護基準としているなど、違いがある。

　今後、新たに公契約条例を創ろうとする自治体が、どのような制度設計をするかは、それぞれの自治体のおかれた環境・条件をふまえて行えば良いと考える。

(３)　首長のリーダーシップの重要性

　公契約条例を制定するには、何といっても首長のリーダーシップが求められる。これまで、自治体運営は、ともすると「最小の経費で、最大の効果」をつきつめていった結果、公共サービスに従事する労働者の賃金がいかなるものであるか関心をもってこなかった。しかし、日本は、格差・貧困が拡大し、地域社会の安定が脅かされている。自治体における「ワーキングプア」問題もある。こうした状態を自治体としてどのように変えていくのか、その方向を首長が示すべきである。

(４)　労働組合が制定運動の中心を担おう

　公契約条例の制定をもとめて運動を進めている労働組合は、連合、全建総連、自治労など官・民を問わず、業種を超えて広がりをみせている。また、地域の業界団体の中にも地位経済が停滞し、格差と貧困が拡大し続けている現状に対して「何とかしなければ」との声は強まっている。人間らしい生活のできる地域社会をつくるという「まちづくりの視点」は共通しているといえる。このことを基本に、住民、労働組合、首長、議会、行政との間で合意を作り上げていくことが重要であることはいうまでもない。その中心的な役割を、労働組合が担おう。

　　4.　制定に向けて考慮すべき課題

　野田市や川崎市の条例に続いて、公契約条例の制定をめざす自治体において考慮すべき事項は、以下のとおりである。

(１)　対象契約等

　指定管理者も、契約の概念を最大限拡大して、適用対象とすべきである。

　なお、物品等の調達契約は、本来の公契約法規である雇用・労働条件等の労働条項に特化すると、物品等の製造過程を調査することは難しい。このためダンピングを防止するための低入札価格調査制度等で対応することが相応しいと考えられる。

(２)　対象労働者

　就労契約形態が多様化していることから、雇用契約だけでなく請負契約による従事者も対象とすべきである。また業務委託契約においても、その従事者が請負契約によるものが増加しているので、これを対象とすべきである。

(３)　適用労働者に確保すべき最低賃金等

　工事請負に関しては「公共工事設計労務単価」を活用するとしても、その水準（川崎市９割、野田市９割）について検討すべきである。業務委託に関しては、工事請負契約のように依るべき基準がないため、全職種共通の最低賃金額と職種別最低賃金額の２段階設定とする必要がある。前者の最低賃金額は、特殊日本的な要因として、生活保護基準とすることも考えられるが、リビングウェイジ（暮らせる賃金）という観点からは、単身基準ではなく複数（２人）世帯が望ましいと考えられる。

　さらに公契約条例における賃金課題を考える延長線上で、業務委託費や指定管理料における人件費部分をどのように設計するかも課題となる。ここでは一つの業務を遂行するにあたっての技術者や資格保持者、経験者等の最適人員配置が求められなくてはならず、結局は委託業務においても、工事請負と同様に積算基準が必要ということになる。

(４)　雇用継続条項等

　最低賃金が確保されたとしても、雇用が不安定では経験と技術を積んだ労働者は育たない。そこで賃金条項の措置のほかに、雇用継続条項が必要である。

(５)　ワークフェアな労働環境を確保する

　男女共同参画や次世代育成支援、障害者雇用等の社会的価値を重視した評価項目とする総合評価入札方式を導入し、トータルな政策目的型入札改革が必要である。

(６)　審議会形式による作業報酬等の審議

　労働者代表、使用者代表、公益代表の３者構成による審議会を設置し、作業報酬等の基準額を審議する必要がある。労使代表が加わって審議を尽したものは労使双方の納得を得やすいからである。
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